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ロジェク トとして立ち上げ られた21世紀 日韓経済関係研究会[2000]や孫
[2000]などがその例であり,かなり詳細な産業別の分析や多数国間の貿易構
造変動分析が行われている。しかし,それでも,前者はCGEモ デルを使 うこ







実際,B韓 両国にとっての中国という貿易パー トナーの役割は急速に増大 して
いることを考慮すれば,日 韓自由貿易協定 とともに 「日韓+中」協定のような
協定のあり方 も効果分析の対象にす ることが望ましいと考えられたからである。
ここで作成 した国際連結計量経済モデルも当然中国を含む ものであるため,そ





認識と理解 し,そうした作業 も本稿では行っている』そして,そ の際には,当
該モデルの国別輸出関数g計 測結果を検討した り,筆者が別に構築 したモデル
の予測結果の利用 も行 っている。その意味では,本稿はそのために作った新た
な小型連結国際モデルの解説論文でありつつ も,特に前半部では必ずしもその






ところで,日 韓両国はユ9世紀 末以来 の約半世紀 の間,非 常 に不幸 な歴 史を経
験 し,そ の ことが この地域 の経 済統合 を促進す る上での大 きな障害 として作用.
して来てい る。 しか し,本 来,こ の二千年 を単位 として見 た場合,日 韓 ない し
日中韓三国の国際関係 はそのほとん どの期間.においてそ うした競争者 としての
関係 ではな く,も っと共存 の,あ るいは互助 的な もので あ った と理解 され る。
た とえば,帰 化 した大量の大陸人たちが 日本政府 の要職 に就 き,ま た 日本か ら
の留学生 が中国唐朝の大臣 を務 めた とい う過去 の事実,あ るい.はそれほ ど 「国
.境」 とい うものを意識 しない社 会が この東北 アジアに現 実 に存在 した とい うこ
とが ある。現代は国際化が進んだ,グ ローバ リゼ ーシ ョンの時代 だ とよ く言 う
が,過 去 のわれわれの地にあ ったこ うした現象を現在 われわれ は見 るこ とがで
きない。つ ま り,過 去 の東北 アジアはもっと一体化 した簡保 にあ った。われわ
れは何 も急に突拍子 もない ことを始め ようと しているので はな く,こ う した過.
去をただ 「取 り戻す」 ことを目的に しているに過 ぎない6「国」 に とらわれず,
もっと東北 アジア単位 で ものを考 え直す,そ う.した作業の ひとつ と して現在検
討 中の 日韓 自由貿易協 定や 日韓+中 協定 を考 え直 してみ ることが現在 非常 に重
要になってい るように思 われ る。
H中韓3国連結小型モデルによる日韓および日韓+中自由貿易協定の効果分析(165)3
そ して,も しそのよ うに 「国」 とい う単位 をはず して,わ れわれが各 国人で
ある とい うよ り,「東北 ア ジア人」 とい う単位 で ものを考 えた時,こ のわれわ
れ の住む 「東北 アジア」 はいつ の間にか世界の 【:業基地 としての特 別な地位 に
就 いて い る ことが 分か る。 た とえば,『世界 国勢 図会」 や 日本化学 繊維協 会
[2000]の資料か ら整理す ると,日 中韓 の3国 の工業力は第1図 のよ うにすで
にか な り大 きな もの1とな って来 ている。 とりわ け,船 舶では この3国 で世界 の
8割 を生産 し,ま た産業用 ロボ ットも世界の6割 を隼産 してい ることになる。
また,図 には記 されていないが,前 者 の資料か ら,世 界の テ レビ受像機 の46%
が この3国 で製造 されている こと(1995年),半導体 上位10社中の4社 は 日韓
企業で ある こと(1999年)なども知 ることがで きる。 この よ うな工業力の集積
度 は ヨー ロ ッパ を凌駕 し,北 米 と肩 を並べ る。 日中韓 はその3国 の問で競 って
い るのではな く,実 はこ うした世界 工業 の中心地 を欧米世界か ら東北 アジアに
取 り戻 す作業 を している とい うことが分 か るので ある。
東北アジアの域内貿易構造
したが って,こ の地域 は世界で も有数 の経 済活動 の活発 な地域 となってお り,
もしそ うすれば この域 内;東 北 アジア域 内での商 品移動,つ ま り貿易 もまたか
な り活発化 している とい うこ とになる。 この ことを調べ るために,本 章では次
の第2図 の ような グラフを作成 した。 日中間で平和条約が締結 され る前の1977
年か ら1989年,1999年(これが現時点(p最新 デー タで あ る)ま で の変化 を見 る
と,こ の約2⑪年間における東北 アジアの域内貿易量 の増大が見 て とれ る。中国
の改革開放政策への転換 とその急速 な経 済成長,そ してその下で 日中,中 韓間
の国交正常化が進んだ ことが最大 の条件 ζなってい る。
なかで もと りわけ,中 国の対外経済交流の発展 はめざま し く,そ の ことはこ
の3国 のそれぞれ他 の2国 に対す る(.各国通貨実質ベースの)輸 出数量 を決め
ている関係 を回帰方程式 として推計す ることで確 かめ られ る。 第1表 はその結
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そのことに注意 して表を検討すると,ユに近い第5欄 の 「決定係数」でほぼ
すべての方程式が,① 相手国のGDPと,② 輸出価格の相手国国内平均価格
(GDPデフレーター)に対する比率(為 替 レー ト調整済み).とい う2変数で
ほぼ説明しきれることが示されている(表には記されていないが各係数推定値






























































注1):日本の2つ の輸出関数 はともに誤差項 に一階の 自己相関 を仮定 し,コ クラ ン ・オーカ ッ ト
法 で推計,そ の他はすべて普通最小 二乗法 を使 用 した。 コクラン ・オー カ ット.法推計 による
誤差項の 自己相関係数は,日 本の対韓 輸出が0.496.対 中輸 出では0.564であった.









第3列 に示された弾力性(輸 出価格の相手国価格 との比の輸出に対する弾力
性)が 当該2国 間で取引される輸出品目が両国間での競合性を示 しているとす
れば,中韓間が最 も競合的ということになるか らである。実際,最 近でこそ韓
国の対中輸出品目の高度化(機械,電 子,.自動車への シフ ト)が進んだものの,
韓→中輸出で も中→韓輸出で も繊維,化 学工業製品.が長期 に主要輸出品目と




つの弾力性(相 手国GDPに 対す る弾力性)に ついてである。ここで もやはり,



























大するものなので,こ うした域内貿易の 「規模」だけではなく,「比重」 もま
た拡大するのか否か も重要である。そ して,そ のために各国.にとつ.ての域内貿
易の比重についても簡単な予測を行ってみた。それは,次 の第2表 に示されて
いるが,こ の数字は,次節で使用する 「京都大学東北アジアモデル」の3国 と
域外 との貿易 を説明する方程式に,上 述 「京都大学環太平洋モデル」の各国




せて来た ことがわかる。そ して,そ の比重は今後 とも拡大するという予測 と
なった。とりわけ,韓国の比重は顕著に増大するとなっている。この結果はあ
まりにドラスチ ックであり,予測結果に対 し疑問もあ りえようが,筆者 として
日中韓3国連結小型モデルによる日韓および日韓+中 自由貿易協定の効果分析 〔171〕9
第2表 各 国 に と って の 域 内 貿 易 の比 重(単 位:%)
















は 日中韓三国の今後の経済規模 の変 遷か らすれ ば.十分 あ りうるもの と考 えてい
る。 とい うの は,.現在の 日中韓の ドルベースのGDP比 率1=9:2が2025年に
1:6=13となる とすれば(こ れが 「環 太平 洋モデル」の予測であ る),韓 国は
今後非常 に大 きなふたつの市場 に囲まれ るこ ととな り,そ れ らとの取 り引 きが
従来 とは異な るス ケールで重要になって来 る。 この.条件は 自身が巨大な市場 と
なってい る日本や中国 とは異なるため,最 小 の.市場規模であ る韓国の域 内貿易
比重渉特別 に高 くな っている もの と思われ るのであ る。今後 も急成 長す る中国
要因の重要性,も っと言えば,韓 国にとっての貿易 は単 に 「対 日」 だけを見て














以.卜.のような事情が あ った ものと思わ れる。すなわ ち,①WTO型 の貿 易 自
由化の流れに対 して,2国 間ない し一定地域 内の地域統合 の流れが全世界的 に
主流 とな りつ つあ るこ と,②WTO加 盟 に伴 う中国農 業への打撃が この協 定
の場合 は(ど の国 も国 内農業保護 に同意するので)少 ない と見 られ ること,③
日韓 の工業製 品に打 ち勝つだ けの中国工 業の競争力が備わ って来てい ること,
などで ある。
このため,我 々の分析 す る 「日韓 自由貿易 協定」 はそれ に中国が加わ った場
合 との比較の 中で検討 されなけれぼならない。幸い,わ れわ れは前節で 日中韓
3国 を結 びつ ける輸 出関数 をすべ て推計 してお り,こ の方程式 を使 って3国 そ
れぞれのマ クロモデルを連結す ることがで き,ま たその ことによって 日韓協定
の効 果だけでな く,そ れ に中国 も加わ った場合 の効果 も推計す ることがで きる。
この 目的 のた め,わ れ われは,「京都大学東北 アジア計量経済 モデル」 を構 築
した(こ のモ デルはサ[2000]Ohnishi&Yin[2001]の改訂版 で あ.る)。本
来 は,「ASEAN+日 中韓」全体 の 自由貿易協 定 との比較 を行 うべ きとの問題
もあ るが,こ こではそ こまで拡張せず,3国 のみの効果分析 を行 いたい。
このモ デルは概略,以 下 のよ うな特徴 を持 ってい る。すなわち,
① 日中韓 の3国 を対象 としてい る。.
②.各 国モデルの リンケー ジは輸出(入)関 数によって行われ る貿易 リンク
モデルであ る。
③ 輸出 人構造の変化がマ クロ経済 に与 える影響 を見 るため に,各 国モデル
はケイ ンズ型の需要決定モデル としている、。
モデ ルの全容 に興味 の ある読者 はHP(http:〃i.econ.kyoto-u.ac.JP/pacific/
y・.bunn-m・del/index,htm)の方程式,)ストを参照 されたい。
ともか く,以 上のよ うな理 由で この モデ ルを使 って 「日韓 自由貿易協 定」 と
「日韓+中 自由貿易協定」 の2つ のあ り得 るケースにつ いて,.それぞれの効 果
分析 を行 った。分析 を行 った期間は1990年か ら1999年までの10年間で,も しこ
の期 間にそれぞれの 自由貿易協定 が締結 されれ ばどのような影響が各国経済 に
口中韓3国連結小型モデルによる日韓および日韓+r卜自由貿易固定の効果分析〔173)11
与 え られたか を推計す る とい う方法で行 った。 また,「自由貿 易協 定」 は本来
お互い に関税率 を原則ゼ ロにする,と い うもので あるか ら,こ の推計期 間の初
年であ る1990年時点の関税率がゼロ とな り,.その結果各国 に対す る各国か らの
輸入価格がその比率で低 下 し,よ って どの程度 の輸人増(輸 出国か ら見 ると輸
出増)が 生 じるかを調べて推計結 果 と.した。 なお,こ こで 「関税 率」 としたの
は,IMF,GovernmentFinanceStatisticsで得 られ た関税総額 を同 じくIMF統
計 であ るDirectionofTradeStatisticsで得 られた輸 入総 額で割 った商 とし,
日中韓 それぞれが2.7%,6.2%,7.5%であ った。確か に この3国 の 関税率 は
一般 には2.5%,ユ7.4%,7,4%(胡[2001])や,1.7%,17%,7.9%(張・
趙[2000]〉など とされてい るが,中 国の実 質的 な関税 率 は もっ と低 い との議
論 もある(胡[2001])。そ こで,本 モデルで計測す る効果で あるため,本 モデ
ルのデー タソー スで あ るところのIMF統 計が ベ ター との理解か ら先述の関税
率 を もって推計 した。当該3国 間の関税率 とh記 のような各 国の全世.界に対 す
る関税率 の平均値 とも本来格差があるはず であるが,こ こで はそ の問題点 にも
対処で きなか った。 この点 も注意されたい。計測結果 は次の第3表 と第4表 で.
示 され てい る。
日韓自由貿易協定の効果
そこで,ま ず第3表 の 「日韓自由貿易協定」の効果についてその特徴を見て
みよう。










2年目 4年 目 6年目 8年 目 10年目
日本 ・GDP 0,093 0,097 0,080 O,086 0,015
消 費 0,039 0,088 0,Q8D 0,082. 0,037
投 資 0,101 0,103 0,085 0,095 〔}.029
輸 出 0,837 O,762 0,754 0,695 0,720
輸 人一.......0,585 O,754 0,815 0,754. 0,448
韓 国 ・GDP 1,896 0,431 0ユ25 0』87 一〇.036
消 費 1,050 『672 0,325 0,149 0,093
投 資 0,002 0543 0,275 O,364 3,673
輸 出 1,461 1,335 1,215 1,020 1,685
輸.入 3,186 1,695 1,534 1,411 2,649
中国 ・GDP 一 〇,200 0,⑪76 0,,212 0,265 0,971
消 費 一 〇256 一 〇.039 0,138 0,218 (),593
投 資 一〇.104 一〇.081 O,197. 0,231 L〔}19
輸 出 0,507 0,839 0,952 1,ユ21 1,175
輸 入 一 〇.550 0,208 0,601 0,907 0,433
第4表 日韓+中 自由貿易協定の効果
〔各需要項目の基準値に対する増減率.単位:%)
2年 目 .4年目 6年目 .8年目 10年目
日本 ・GDP 0,036 0,025 .一〇,017 一〇.093 一 〇,309
消 費 一〇.OlO 0,024 一 〇.004 一 〇.072 一 〇.239
投 資 0,032 0,Ol6 一 〇,035 一 〇.120. 一〇.369
輸 出 ユ,038 1,080 1224 1,177 1,101
輸 入 D,906 1,249 1,557 1,710 1,967
韓国 ・GDP 1,939 0,514 0,262 0,125 一〇,295
消 費 1,041 0,707 O,434 0,214 一〇.008
投 資 5,625 0,524 0,442 0,065 一 D.366
輸 出 1,993 1,920 2,097 1,694 1,233
輸 入 3,516 2,135 1,143 2,685 1,953
中 国 ・GDP 一 〇.427. 0,005 0,384 〔》,606 0,669
消 費 一 〇,486 一D .150 0,221 D,465 G,635
投 資 一 〇,166 一 〇.360 0,302. D.248 0,798
輸 出 2,940 4,008 4,606
F
6,334 5,576
輸 入 ユ,260 2,940 3,878 5,990 5,142.
■
日.中韓3国連結小型モデルによる日韓および日韓+中自由貿易協定の効果分析(175)13
の対韓輸 出増 は16.3%ない し16.9%,韓国の対 日輸 出増 は8.3%ない し8.0%と
なったが,表 中に未表示 のわれわれの計算では第10年目で前者 が4,28%,後者
が3.79%とな った。共 によ り小 さ くで てい るが,21世紀 日韓経 済関係研 究会
[2000]のもの より両者 の伸 び率の差が小さ くな っている ことが注 目され る。
しか し,第2に,そ れで も韓 国のGDPは 第10年目を除 いて増大 している。
これは一見奇 妙に思われ るか も知れ ないが,実 質国民所得 が国内価格 の低下 に
よって増 大す ることを考慮 に入れればあ り得 ることである。すなわ ち,輸 入財
は関税率 の低 下によ って.ド落 し,そ れが国内価格を引 き下げ,よ って消費や投
資 を刺激 してい るので ある。 したが って,韓 国経 済全体 に とって 日韓 自由貿易
協 定は不利益 を もた らす もので はない と結論で きる。なお,国 内価格 の下落 に
よる投資 と消 費の増大効果で は消費の増大率の方が当初は大 きく,そ の後 は逆
転 してい る。 これ もまた興味深い。
第3に,さ らに面 白いのは,こ こでは関税率に一切 変化 のない中国経済 も日
韓協 定の影響 を受 けている ことであ る.。中国経済はその輸 出を増やすが輸入 を
減 らす。 これは,他 の2国 経済 の成長でその両国への輸出を増 やす とともに,
日韓両国の対 中輸 出価格が相対的 に高 く.なることでそれ らが減 少 している もの
.と思われ る。いわ ゆ る 「貿易転換効果」 と言われ る効 果である。また,こ う し
て 中国の純輸出 は増大 して も消 費 と投資,し たが ってGDPに はマイナスの影
響が見 られ る。 これ もまた一見奇妙 に思われ るか も知れないが,純 輸 出の増大
は国内の需給 を タイ トに し,よ って価格上昇圧力 となるか ら,こ れ が国内価格
を ヒ昇 させて消費や投資 にマイナスの効果を及ぼす とい うことはあ りうる。 中
国経 済の価格 が国内需給 に敏感であ ることを窺わせる結果 となっている。ただ
し,こ う したGDPへ のマ イナス効 果 もす ぐに解消 し,そ の後 はプラス効果 に
転 じてい る。価格 に敏感で市場 の調整がすばや くなされる。そ して,ど のよう
なシ ョックもプラス効果 に転 じて しま う。中国経 済の方が他 の2国 の経済 よ り
もよ り 「市場 的」.なシステムに転換 し終わ ってい る可能性 がある。
■14(176)第166巻 第3号
「日韓十中」自由貿易協定の効果
次 に自由貿易協 定に中国 も加入す るようなケースの効果 を第4表 か ら見てみ
たい。そ こでは次 のよ うな特徴が見 られ る。
第1に,韓 国への影響 に注 目すれば,変 動 の方 向が 日韓協定 のケースとほぼ
同 じと評価 されるが,そ れで もその変動 の幅 の大 きくな ってい ることがわか る。
そ して,こ れ らの変動 の方向は消 費,投 資 およびGDPに 関す る限 り,最 終年
度 を除いてプ ラスで あるのであ るか ら,韓 国経済 に とって基本的には こうした
自由貿易協定 の拡大 は利益 になる とい う評価 となろ う。純輸入が拡大 しつつ も
消 費,投 資 とGDPが 拡大 してい る理由について も日韓協 定の場合 と同 じもの
と思われ る。
しか し,第2に,日 本経 済へ の影響 はマイナスの方が大 きいか.も知れ ない。
第4表 では当初純 輸出が拡大す る となってお り,GDPも 拡大 してい るが,す
ぐに純輸 出 もGDPも 減少に転 じる.。これは基本 的には輸入 の拡大 によるもの
と思 われ るか ら,第4表 で純輸出を拡大 している中国か らの輸入が急増す る結
果 と見 るのが一般的 な見方であ ろう。
そ こで 第3に,中 国経済への効果に注 目す る.と,輸出(お よび純輸出〉.が急
増 し,他 方で基本的 には消費や投 資,GDPに も拡大効 果が出 てい るこ とが わ
か る。 ここで も消費,投 資お よびGDPに 対 す る当初 の効 果はマイナスである
が,す ぐにプラスに転 じている。や は りここで も中国経済の潜在力 を感 じさせ
られ る。
したが って,以 ヒの特徴 をま とめると,韓 国経 済に とっては両極 の協定 とも
特定産業の利益 を度外視す れば基本的 には国民経 済的な利益が不利益 を上回 る
こと,中 国の動向は無視で きないこと,し か しそめ中国か らの輸出 の打撃 を受.
けるのは基本的には韓 国で はな く日本の方である ことなど となろ う。ただ し,
こうして中国から 日本 向けに輸出す る企 業の多 くは 日本企業であ ろうとい うこ
と,そ してこのことは韓国企業 について も言 える ことであ ろう。最終的 には,
我 々が利 益/不 利益 とい うものを各 国単位 で考 えるのか,「東北 アジア単位」
口中韓3国連結小型モデルによる日韓および日韓十中自由貿易協定の効果分析(177)15
で考 えるのか とい.う問題で もあろ うQ「東北 ア ジア単位」で考 えた際 には利益
が不利益 を上回 るのは疑 う余地がない。













.考えるとい うほど事態は甘 くない。韓国国内の賃金水準は上昇 してお り,賃金
水準については中国以上の魅力を感 じさせない。ま却,特殊な分野を除いて技
術的にも中国 との格差が急速に縮ま りつつある。そして,最後に韓国市場の小









だ し,こ こで想定 している企業 は主 に ヨー ロ ッパやアメ リカの.企業 である。 日
本企 業や 中国企業 は 日本国内や中国 に生産拠 点を置 きつつ 日本市場や 中国.市場
を狙 うと考 え られ るが,日 本市場や中国市場 を狙 う域外企業 はこの地域の 自由
.貿易協定 の成立 によって韓国に生産拠 点を置 こ うとす る可能性が広が るとい う
見方であ る。
そ して実際,メ キ シコのNAFTA加 盟 時に はこのよ うな効 果が生 じた。米
国 とい う巨大 な市 場 を狙 う企業 はNAFTAへ の メキシコの加盟 によってメキ
シコを生産拠 点 として利用す ることがで きるようにな り,.よってメキシコへ の
投資が増大する とい うことがあ った。現在,日 本はメキ シコとの自由貿易協定
の締 結 に向 けて協議 中であ るが,こ れ はアメ リカ企 業がNAFTAの おか げで
自国か らの部 品 ・資材が無税で調達 で きるが,日 本企業 は(今 年か らのマキ ラ
ドー ラ 〔保 税加.]二区)の 廃止 に.よって)20%の 関税 を賦 課 され る とい うデ メ
リッ トを解消す るとい う意 図か ら考案 された ものであ る。 自由貿易協定が外国
投資 にどう促 進的であ るか を示す ひ とつ の例であ る。
実際,国 際貿易投資研究所 『世界主要国の直接 投資統計集」 による とメキシ
コの場 合,NAFTA協 定 の94年にお ける発効 は対 内投資 を前 年の約100%増
〔49億ドルか ら96億ドルへ)に まで引 き上 げてい る。 また,こ の増加 はその多
くが域外か らのもので あった ことも重要であ る。 日本か らの投資 は0.7億ドル
か ら6億 ドルに8倍 化 し,そ の他 のアジ アか.らの投資 は0.4億ドルか ら13億ド
ルに32倍化,さ らにEUか らの投 資 も6億 ドルか ら19億ドルに3倍 化 した。
自由貿易協 定 は上述 の ように,特 に域外か らの投資促進 効果が大 きいことを窺
わせ る。 日韓協定が た とえばEU諸 国 の対韓投 資を数倍 に増 加 させ る可能性
は十分 に存在す る。
ただ し,そ れで も最後 にのべてお きたいのは,日 韓協定 の実現 の成否 を最終
的に決 めるのは以上の ような単な る 「.協定 が損か得か」 とい った レベ ルの問題
で はな く,結 局の ところ,両 国国民 の問で の信頼関係の有無 によろうとい うこ
とであ る。筆者のひ と りは昨年秋 に日韓産業技術協 力財 団の組織 した 「第.1回
日中韓3国連結小型モデルによる日韓および日韓+中自由貿易協定の効果分折(179)17
次世代 オ ピニオ ンリー ダー訪韓団」 の一 員と して訪韓 し,そ れ ま.で知 らなか っ
た韓国国民の 日本 に対 する複雑 な思 いを知 ることがで きた。た とえば,韓 国国
民 にとって最 も有名な 日本人 とは豊 臣秀吉で あるとい った事実であ る。 こうし
た歴史に根ざ した両国間の感情 問題 を解消す ることな く,特 定産業ではあ って
も何 らかの痛みを伴 う自由貿易協定 は実現で きないだ ろうし,ま た 日本企業 が
韓国において韓国国民 と良好 な労使 関係 を形成す ることは困難であろ う。 こう
した問題 を非常に強 く感 じた。
したが って,日 韓.協定,・あるいは 「日韓+中 」協 定の実現 に とって今後本 当
に必 要な ことは以 上のような純粋 な経済学的計算 とい うよ りは,両 国国民 の間
の信頼 関係 を どのように築 くか と.いった問題 か も知れない。前述 の訪韓時 には,
韓国人プ レーヤーが在籍す る日本のサ ッカーチームを応援す る ことか らあ りの
ままの 日本 を知 ることとなった若い学生たちや 日本映 画を通 じて日本 を再認識
するこ ととなった若者たち と知 り合 うことが で きた。 この意味で,現 在両国間
で進 められ ている文化交流事業や文 化の開放,留 学生 の相互交換 などの幅広 い
枠組みか ら日韓経済交流は捉え られなければな らない ので はないだ ろうか。
本章 冒頭 に述べた ような二千年近 くの両国 関係 を振 り返 り,ま たその正常 な
回復 を実現す る作業は様 々な分野 に広が って いる。
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